
診療サポート情報

カナグルのグローバルエビデンスへの期待［第13回］

カナグルの優れた血糖低下効果と作用機序［第11回］

疾患・治療情報

高齢者糖尿病治療UPDATE
「高齢者糖尿病の血糖コントロール目標」を策定された合同委員会の先生方を取材、それぞれのお立場からの
解説に加えて、委員会設立の経緯や本指針への思いなどを全５回シリーズでお届けします。

詳しくは、田辺三菱製薬 医療関係者情報サイトMedical View Pointをご覧ください。

http://medical.mt-pharma.co.jp 田辺三菱製薬　医療 検 索検 索

Med ica l  V iew Po in tは田辺三菱製薬が運営する
医師・薬剤師など医療関係者を対象としたWEBサイトです。

会員限定

会員限定

世界初の経口SGLT阻害物質T-1095をルーツとし、世界65か国以上で承認されてい
る日本発のSGLT2阻害剤です。カナグルの基本情報や適正使用情報について、ご紹介
しています。

発売１周年を迎えたカナグルの軌跡 ダイジェスト版［第12回］

（対談）高齢者糖尿病の診療ガイドライン－策定の背景と経緯［第１回］

医療連携

医療情報

医療連携New Approach
「医療連携」をテーマに、先進的・特徴的な取り組みを行っている医療機関を取材し、先生方の思いや具体的な
取り組み内容など、最新の活きた情報をお届けするコンテンツです。

会員限定

院内のチーム力結集で得た情報をクラウドにアップ。
県全域からアクセスできる糖尿病ネットワークを実現。

［第１回］

ゼロから「日本一の糖尿病診療モデル地区」へ。
連携専門の看護師がかかりつけ医を訪問。
循環型連携パスで地域の治療・検査を標準化。

［第２回］

2016年度の診療報酬改定時の主な項目について概略
や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の調剤報酬改定時に新設・改定された項目を
中心に概略や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の改訂におけるDPC/PDPS（急性期入院医療の診断群分類に基づく定額報酬算定制度）の基本的な
仕組みやポイントをわかりやすく解説しています。

号の「医療行政最前線」でお伝えしたように、医
療計画の「基準病床数」と地域医療構想の「病床

の必要量」の関係をどう考えるのかが議論になってい
ます。ここで、両者を整理しておきましょう。
　「基準病床数」は、一般病床と療養病床について「性
別・年齢階級別の人口」や「退院率」（一般）、「入院・
入所需要率」（療養）、「平均在院日数」（一般）、「病床利
用率」などをベースに算出します。基準病床数を定め
る目的は、「病床過剰地域から非過剰地域へ病床を誘導
し、地域偏在を是正する」ところにあるとされています。
したがって、実際にある病床数（既存病床数）が基準
病床を上まわる地域では、事実上、増床は認められま
せん（保険指定がなされない）。
　一方、「病床の必要量」は、「人口」、「入院受療率」、「病
床利用率」などをベースに算出します。こちらは2025
年にどの程度の病床が必要になるのかを、高度急性期、

急性期、回復期、慢性期の機能ごとに求め、「病院・病
床の機能分化を進める」ことが目的です。別に行われ
る病床機能報告制度との違い（多くの地域では高度急
性期、急性期病床が多く、回復期、慢性期病床が不足
している）を踏まえ、機能分化に向けた議論が地域で
行われることになっています。
　このように、「基準病床数」と「病床の必要量」は目
的も計算方法も異なるため必ず「差異」が出てきます。
これをどう考えるかが、今後、厚生労働省の検討会な
どで議論されます。
　ところで、地域医療構想においては、すでに各都道
府県で策定論議が進んでおり、一部では策定が完了し
ています。
　このため、厚生労働省は、「基準病床数を毎年見直す」
ことや「基準病床数を超えた病床整備の特例」で対応
したい考えです。

目的も計算方法も異なる医療計画の「基準病床数」と
地域医療構想の「病床の必要量」

回までは、病院における退院調整のポイントを確
認し、退院計画の策定までの流れを追ってきまし

た。今回は、退院前カンファレンスについてのポイン
トを見てみましょう。同カンファレンスでは、疾患の
経過と治療内容、予後予測、入院中の日常生活動作や
服薬管理、栄養状態、精神状態などに関する介護系在
宅スタッフとの情報共有から始まり、退院後の本人の
希望、引き継ぐべき在宅での課題などへの対策立案が
必要となります。その際、ハードルとなりやすいのが
病院側スタッフと介護系在宅スタッフとの視点の相違
です。筆者が過去に関与したケースでは、病院側スタ
ッフが照準を「治療」に、介護系在宅スタッフ等は「生
活支援」に当てたため、両者の議論に齟齬が生じ、情
報の不足を招いた例がありました。
　解決に向けては、①情報共有の方法論、書式等の共通

化、②地域の社会資源との接触機会を増やすこと、③
チームとしての経験値を積むこと──などが挙げられ
ます。①については、共通のシナリオにもとづいた退
院前カンファレンスの司会進行、書式等の定式化によ
り、確認・共有すべき情報に関して、ある程度のブレ
は防げるでしょう。これには「東京都退院支援マニュ 
アル」等が参考になります。ただし短期的対策であり
本質的には②、③の中長期の取り組みが重要です。
　まずは、地域の社会資源について正確な情報（スタッ
フ数や施設基準、特徴等）を集めること、そして、実
際に対面し、交流する場を積極的に持つことが求めら
れます。地域の介護職の連携会議や交流会に病院スタ
ッフが参加するケースはまだ珍しいですが、チームを
育て成長させる発想のもと、こうした取り組みを行う
ことが、連携の質を高める第一歩です。
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